
（参考） 

千葉県行政組織条例（抜粋） 

                    （昭和３２年千葉県条例第３１号） 

（設置等） 

第２８条 県に別表第２上欄に掲げる附属機関を置き、当該附属機関において

担任する事務は、同表下欄に掲げるとおりとする。 

（組織等） 

第２９条 前条第１項の規定により設置された附属機関の組織、委員の構成、

定数及び任期は、別表第３のとおりとする。 

（会長及び副会長） 

第３０条 会長又は委員長（以下「会長」という。）及び副会長又は副委員長（以

下「副委員長」という。）は、委員の互選によつてこれを定める。 

２ 会長は、当該附属機関の事務を総理し、当該附属機関を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

４ 副会長が置かれていない附属機関にあつては、会長に事故のあるとき又は

会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定する者が会長の職務を代理する。 

（委員の任命等） 

第３１条 委員は、知事が任命又は委嘱する。 

２ 委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第３２条 附属機関の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が会議の議長

となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもつて決し、可否同数の時は議長の決

するところによる。 

 ただし、障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例（平成

１８年千葉県条例第５２号）第２６条に規定する訴訟の援助に係る会議の議

事は、出席委員の３分の２以上の多数をもつて決する。 

（部会） 

第３３条 附属機関は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によつてこれを定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する当該部会に属す

る委員がその職務を代理する。 

６ 附属機関は、その定めるところにより、部会の議決をもつて当該附属機関

の議決とみなすことができる。 

参考資料２ 
 



７ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中

「附属機関とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」

とあるのは「当該部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（会議の運営等） 

第３４条 この条例で定めるもののほか、附属機関の議事及び運営に関し必要

な事項は、会長が定める。 

（規則への委任） 

第３５条 別に規則で定めるところにより、附属機関に特別委員、専門委員、

臨時委員、顧問又は参与を置くことができる。 

２ 各附属機関の庶務は、規則で定める機関においてこれを処理する。 

 

別表第２ 

附属機関名 担任する事務 

千葉県障害のある人の

相談に関する調整委員

会 

障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づ

くり条例（平成１８年千葉県条例第５２号）第１４

条第２項、第１６条第２項及び第３１条第２項の規

定による意見を具申し、同条例第２３条第１項の規

定による助言及びあつせんを行い、同条例第２４条

第１項の規定による勧告について建議し、同条例第

２６条の規定による訴訟の援助について審議し、並

びに障害のある人に対する理解を広げ、差別をなく

すための施策の策定及び実施に関する重要事項（同

条例の解釈指針の策定を含む。）を調査審議し、こ

れに関し必要と認める事項を知事に建議すること。 

 

別表第３ 

附属機関名 組織 委員の構成 定数 任期 

千葉県障害の

ある人の相談

に関する調整

委員会 

委員長 

副委員長 

委員 

１ 障害のある人 

２ 県議会議員 

３ 福祉、医療、雇用、教育、

法律その他障害のある人

に対する差別の解消につ

いて専門的な知識を有す

る者 

２０人以内 ２年 

 

 

 


